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研究成果の概要（和文）：本研究では、総務省統計研修所等の協力を得て、(1)住宅・土地統計

調査の個票データを用いた全国の住宅建替え・耐震補強工事についての統計解析、(2)全国消費

実態調査の個票データを用いた全国の住宅ローンを抱える家計について統計解析、(3)住宅・土

地統計調査および全国消費実態調査を用いた住宅保障に関する統計解析を行い、(4)又、研究進

行中に発生した東日本大震災後の被災地の社会調査に参加しデータ分析を行い、住宅防災・復

興政策の検討に資するような統計資料の作成を行った。 
 
研究成果の概要（英文）：In this research, the statistical materials for examination of housing 
disaster prevention and reconstruction policy were generated using government statistics. 
Specifically, the following studies were conducted.(1)Statistics analysis about anti-seismic 
reinforcement using the micro data of the Housing and Land Survey,(2) statistics analysis 
about the housing loan using the micro data of the National Survey of Family Income and 
Expenditure,(3)statistics analysis about the housing security using the Housing and Land 
Survey and the National Survey of Family Income and Expenditure, and (4)data analysis 
about the social research of the stricken area following the Great East Japan Earthquake. 
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 直接経費 間接経費 合 計 
2010 年度 900,000 270,000 1,170,000 
2011 年度 800,000 240,000 1,040,000 
2012 年度 700,000 210,000 910,000 

総 計 2,400,000 720,000 3,120,000 
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１．研究開始当初の背景 
 2008 から 2009 年度にかけて科研費若手研
究(B)「多様な復興シナリオに応じた市街地
復興と住宅再建行動の予測」（課題番号：
20710141）を実施し、災害後の仮住まいや住
宅再取得の問題を扱い、社会調査、統計解析、
社会シミュレーション、一連の政策分析に関

連する研究を進めた。構築した社会シミュレ
ーションを用いて、住宅需要と供給可能量の
関係性を分析した結果、住宅被害の軽減が、
事後対策にも大きな影響を及ぼすことをあ
らためて確認し、通常時の建替えや耐震補強
工事の進展状況を捉えることの重要性を意
識していた。 
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 また、2007 年度に一橋大学経済研究所に
よる政府統計ミクロデータの試行的提供を
利用し、住宅・土地統計調査の秘匿処理済み
個票データを参考にしながら、賃貸住宅空家
の地震被害算定を試みた。住所情報が都県単
位であったり、全票から 10％を抽出したサン
プルデータであったこともあり、参考にする
に留まったが、長期にわたり継続されてきた
信頼性の高い政府統計を用いた二次分析に
よる研究の可能性は大きいと考えていた。
2009年度に、総務省統計研修所のミクロデー
タの利用申請機会を得て、現在、住宅・土地
統計調査について申請準備を行っていた。同
方法による個票データ利用の場合は、全票に
対して必要な変数を元データのまま利用す
ることが可能で、過年度試行的提供では利用
できなかった詳細な住所情報やサンプル制
限の問題が解消されると考えていた。 
 以上の背景を踏まえて、総務省統計研修所
の協力を得て、住宅・土地統計の個票データ
を用いて、通常時の住宅防災の問題（建替え、
耐震補強工事など）および住宅復興に関わる
問題（土地の細分化など）について、マルチ
レベル分析などの応用統計手法も駆使して、
住宅防災・復興政策について全国的な視点で
検討することを着想していた。 
 
２．研究の目的 
 
研究開始当初の研究目的は次の通りであ

った。「新統計法が平成 21 年から全面施行さ
れ、政府統計の二次利用拡大に向けた制度整
備が本格化しつつある。我が国の住宅研究に
おいても、政府統計の個票データを用いた分
析を試み、新たな展開可能性を模索すること
が期待される。本研究では、総務省統計研修
所の協力を得て住宅・土地統計調査の個票デ
ータを用い、想定地震被害との関係性に着目
して、全国の住宅建替え・耐震補強工事・土
地細分化について統計解析を行い、住宅防
災・復興政策の検討を行う。」 
研究開始後、サブプライム危機に対応した

金融庁金融研究センターの特定プロジェク
ト「住宅ローンのリスク管理」を担当するこ
とになったこと、さらには 2011 年 3 月の東
日本大震災による津波被害および福島原子
力発電所事故に伴う広域避難問題に対する
社会調査に参加する機会を得たことは、「住
宅防災・復興政策の検討」という最終的な研
究目的へ到達するために必要不可欠な作業
であると判断し、研究目的の後半部を次のよ
うに拡張修正した。「本研究では、総務省統
計研修所等の協力を得て、(1)住宅・土地統
計調査の個票データを用いた全国の住宅建
替え・耐震補強工事についての統計解析、(2)
全国消費実態調査の個票データを用いた全
国の住宅ローンを抱える家計について統計

解析、(3)住宅・土地統計調査および全国消
費実態調査を用いた住宅保障に関する統計
解析、(4)社会調査を用いた東日本大震災後
の住宅問題に関する統計解析の 4つの分析を
進め、住宅防災・復興政策の検討に資するよ
うな統計資料の作成を行う。」 
 
３．研究の方法 
 
研究の方法は、当初、3 カ年をかけて、住

宅・土地統計調査の個票データの解析のみを
行うものであったが、上記の研究目的を拡張
修正に従い、次のような形となった。 
2010年度は、総務省統計研修所の共同研究

制度を利用して、住宅・土地統計調査の個票
データを利用して、住宅の建替えおよび耐震
化の傾向を分析した。 
2011年度は、総務省統計研修所の共同研究

制度を利用して、全国消費実態調査の個票デ
ータを用いて、独自に実施したインターネッ
ト調査の補正推計を行う方法を検討し、全国
の住宅ローンを抱える世帯の家計の状態を
推計した。そして、金融庁金融研究センター
において、作成した疑似ポートフォリオに対
して収入減少や金利上昇などのストレスを
与えて影響分析を行う方法を検討した。また、
岩手県釜石市における住宅喪失世帯に対す
る質問紙調査、福島県双葉郡の住民に対する
質問紙調査に参加し、調査票の作成や基礎集
計表の作成などに携わった。 
2012年度は、前年までの研究作業を学術論

文としてとりまとめつつ、災害や経済危機か
らの住宅復興政策について考えるためには、
通常時の住宅保障のあり方から考えていく
視点が必要と判断し、総務省統計研修所の共
同研究制度利用を継続して、住宅・土地統計
調査および全国消費実態調査を用いた住宅
保障に関する統計資料の作成を行った。 
 
４．研究成果 
 修正した研究目的に対応した研究成果の
概要を示す。該当する雑誌論文番号を付記し
たので、詳細はそちらを参照いただきたい。 
(1)住宅建替え・耐震補強工事について 

総務省統計研修所へのリサーチペーパ
ーを作成し（雑誌論文⑪）、内容の一部に
手を加えて審査付学術論文とした（雑誌論
文②）。耐震診断結果や耐震改修工事、新
規住宅供給など住宅耐震化に関わる指標
と、住宅属性（構造，建築時期等）や世帯
属性（家族構成、収入等）、地域特性等と
の関係について集計・分析を行い、その関
係性を明らかにし、今後の耐震化率の見通
しや、住宅耐震改修の政策的意義について
考察を加えた。 

(2)住宅ローンについて 
  総務省統計研修所へのリサーチペーパ



ーを作成し（雑誌論文⑨）、その内容を利
用して金融庁金融研究センターへのリサ
ーチペーパーを作成し（雑誌論文⑧）、内
容の一部に手を加えて 2つの雑誌原稿（雑
誌論文③、⑥）や関連した学会発表（③、
④）を行った。住宅ローンを抱える家計や
商品の詳細なデータが十分ではないので、
独自に実施した詳細なインターネット調
査結果を、政府統計と傾向スコア法を用い
て補正推計し、作成した疑似ポートフォリ
オにストレスを与えて影響分析を行うと
いうリスクモニタリングの方法を検討し
た。今後、作業内容を精査し取りまとめ、
認知された学術雑誌へ投稿する予定であ
る。 

(3)住宅保障について 
総務省統計研修所へのリサーチペーパ

ーを作成した（雑誌論文①）。1988 年、1998
年、2008年の住宅・土地統計調査の個票デ
ータを用い、住宅所有形態（持家、民間賃
貸、社会賃貸（公的賃貸と企業社宅））に
注目した分析を行ない、我が国の住宅保障
に関する統計資料作成を試みた。具体的に
は、地域区分や住宅所有区分、集計する変
数の組み合わせ方などを工夫した独自の
集計を行うことや、ロジステック回帰やコ
レスポンデンス分析などの多変量解析を
用いて総合的な探索を行なった。結果、こ
の 20 年間、持家率は 60％程度で安定して
いるが、その内実は変化していること、若
年層の借家から持家への移行は従来より
進んでいないこと、公営住宅の入居基準の
厳格化が進んでいること、最低居住水準未
満の世帯は減少しているが若年層に未満
の世帯が多い傾向がやや強化されている
状況などが確認された。全国消費実態調査
を用いて作成した統計資料については、
2009 年データの差替えが行われた都合で、
2013年以降に作業を行う予定である。 

(4)東日本大震災後の住宅問題について 
2011 年および 2012 年の夏に 2 度にわた

り実施された、岩手県釜石市における住宅
喪失世帯に対する質問紙調査に参加した
（雑誌論文⑤）。又、2011 年秋の福島県双
葉郡の住民に対する質問紙調査に参加し、
データ分析を担当した（雑誌論文④、学会
発表①、②）。 
上記の探索的な作業を通じて、問題認識の

枠組みが再構築され、「複眼的な政策分析に
基づく居住環境リスクに対する住宅保障政
策の検討」という研究計画を作成・応募する
に至り、新たに科学研究費補助金基盤(C)と
して採択された。2010年度から 3カ年にわた
る本研究蓄積は、2013年度からの新たな研究
の基盤として不可欠なものであり、それらを
発展させつつ有機的に連携させながら、一つ
の研究成果として収束させていくことが今

後の課題である。 
 
５．主な発表論文等 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
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